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合弁会社（連結子会社）の設立に関するお知らせ 

 

株式会社マネーフォワード（代表取締役社長 CEO：辻庸介、以下「当社」）、当社のグルー

プ会社であるマネーフォワードケッサイ株式会社（代表取締役社長：冨山直道、以下「マネ

ーフォワードケッサイ」）、株式会社三菱 UFJ 銀行（取締役頭取執行役員：半沢淳一、以下

「三菱 UFJ銀行」）は、中小企業向けオンラインファクタリング事業及び請求代行事業の開

始を目的とした合弁会社の設立に向け、契約を締結いたしましたので、下記の通りお知らせ

いたします。 

 

記 

 

１．合弁会社設立の目的 

合弁会社では、より多くの中小企業の顧客がニーズに則した金融サービスを受けられる

ことを目指し、以下のような特長を有する新たな金融サービスを提供することに取り組ん

でまいります。 

・与信データの蓄積やノウハウの活用により、審査プロセスを自動化。審査にかかる時間が

従来比短縮され、顧客は必要なときに、すぐに資金調達が可能 

・顧客利便性の高い Webアプリケーションを提供することにより、顧客は非対面・オンライ

ン完結で簡便に申込から審査結果の受取が可能 

・より顧客のニーズに則した条件での資金調達を提案 

なお、合弁会社に対して、三菱 UFJ銀行は、信頼・信用とグループ総合力を活かした金融

ノウハウの提供及び、顧客の紹介を行います。また、マネーフォワードケッサイは、与信審

査モデル等の開発に関するノウハウ提供を行い、当社は、中小企業の顧客基盤に対するプロ

モーションを行います。 

また、合弁会社では、三菱 UFJフィナンシャル・グループの法人顧客を主な対象とした請

求代行事業の提供を予定しています。 

 

２．設立する合弁会社の概要（予定） 

名称 株式会社 Biz Forward 

所在地 東京都港区芝浦三丁目１番 21号 msb Tamachi田町ステー

ションタワーS21階 

代表者役職・氏名 代表取締役 冨山 直道 

事業内容 オンラインファクタリング事業及び請求代行事業 

資本金 200百万円 

設立年月日 2021年夏頃 

決算期 11月 

会 社 名 株 式 会 社 マ ネ ー フ ォ ワ ー ド 

代表者名 代表取締役社長 C E O  辻  庸 介 

 （コード番号：3994 東証マザーズ） 

問合せ先 取締役執行役員 C F O  金 坂 直 哉 

 （TEL.03-6453-9160） 



純資産 400百万円 

総資産 400百万円 

大株主及び持株比率 当社：51% 

三菱 UFJ銀行：49% 

当社との関係 資本関係 当社子会社となります。 

人的関係 当社役職員が一部出向する予定です。  

取引関係 当社から当社の有する商標権の一部譲渡を行う予定で

す。 

 

３．合弁相手先の概要 

名称 株式会社三菱 UFJ銀行 

所在地 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 

代表者役職・氏名 取締役頭取執行役員 半沢 淳一 

事業内容 総合金融サービス業 

資本金 1,711,958百万円（2020年３月 31日時点） 

設立年月日 1919年８月 15日 

当社との関係 資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 資金の借入れその他の銀行取引があります。 

当社は同行の提供する API サービスを利用しており

ます。 

当該会社の最近３年間の連結業績及び財政状況 

決算期 2018年３月期 2019年３月期 2020年３月期 

純資産（百万円） 12,708,722 12,869,567 12,285,505 

総資産（百万円） 239,228,925 253,312,157 270,418,512 

１株当たり純資産（円） 964.46 987.52 960.19 

経常収益（百万円） 4,277,820 4,863,987 5,338,180 

経常利益（百万円） 901,550 851,241 711,942 

親会社株主に帰属する当期純

利益（百万円） 

575,260 612,437 97,921 

１株当たり当期純利益（百万

円） 

46.57 49.58 7.92 

１株当たり配当金（円） 

※現物配当を除く 

31.92 8.51 26.16 

 

４．合弁会社の設立に関する主な日程 

合弁契約締結日 2021年６月８日 

合弁会社設立日 2021年夏頃（予定） 

業務開始日 2022年春頃（予定） 

 

５．今後の見通し 

合弁会社による業務開始は 2022年春頃を見込んでおり、当社グループの当期連結業績に

与える影響は軽微であると見込んでおります。 

 

以 上 


